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1.はじめに
情報技術を初めとした各種科学・技術の著しい発展にも関わらず日本経
済は不景気から抜け出せないのはなぜだろうか。その最大の原因の一つは
工業化社会から情報化社会への社会変革期の混乱にあるといえる。縄文時
代の終わり頃に弥生人が農業を日本に持ち込み狩猟採集民族の縄文人との
数百年間にわたる戦いの後，狩猟採集化社会から農業化社会に移行した。
西洋から工業技術が急速に導入された明治時代にも農業社会との色々な葛
藤を経て工業化社会に入った。そして現在また中国の30倍，タイやマレー
シアの10倍，アメリカの2倍もの賃金の高騰，発展途上国の技術の追上げ，
バプルの崩壊，円高等による国際競争力の急速な低下のために工場を発展
途上国に移し，工業化社会から情報化社会に急速に移らざるをえなくなっ
た。その為の混乱は今後10年くらいは続くかもしれない。
アメリカは日本の10年以上前に情報化社会に入り， 2.5次産業社会で日
本が好景気に沸いていた頃，工業化社会から情報化社会への社会変革によ
る産業構造の変化とそれに伴う財政と貿易の双子の赤字や扁失業率など随
分暗く苦しい時代を送ってきたが，官民上げての通信ネットワークの普及
と情報産業の育成が実り，最近になってやっと情報化社会に定着して，日
本が得意としてきたコンピュータのハードウエアやソフトウエアの多くが
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アメリカに移り，情報産業株を中心に株価も高騰を続けられるようになっ
日本が工業化社会から情報化社会への変革を達成するためには，新しい
時代に適合した社会変革とともに，企業を初めとした組織体においてもエ
業化社会に適した日本的経営から情報化社会に適した新しい経営形態を考
えるなどの経営改革が必要である。例えば，新入社員の初任給を取り上げ
ても各自の能力にかかわらず全ての企業で同一賃金制度が取られている。
集団としての能力よりも個人の能力が重用となる情報化社会においては，
優秀な人材は能力によって報酬の支払われる外国に移り，優秀でない人材
だけがわが国に留まることになりかねない。日本的経営の特徴である稟議
制度にしても，少数の先進的な意見よりも多数の保守的意見が優先され，
企業改革や新製品開発が遅れ，企業の存続を危険にする可能性がある。
組織体における経営改革の重用な要索の 1つに情報処理システムの見直
しと組織にとって最適な経営情報システムの構築が上げられる。
ここでは，限られた紙面の中で，情報処理システムと経営情報システム
の発展の過程を振り返り，高度情報化社会の組織経営に最適な経営情報シ
ステムの可能性を考える。
2.情報処理技術の発展
2 -1 コンピュータの発展
世界最初の真空管式コンピュータ ENIACがアメリカのペンシルバニア
大学で造られ，ジョン フォン ノイマンがストアードプログラム方式の
概念を発表したのが1946年である。その後，ストアードプログラム方式の
ノイマン型コンピュータが商業化され「規模の経済」の原則から汎用大型
コンピュータを中心に第 1世代のコンピュータ「(-1960年）論理素子とし
て真空管，主記憶装置に磁気ドラムを使用し，速度の単位はミリ・セカン
ド(1/1000秒）」，第 2世代のコンピュータ「(-1965年）論理索子にトラン
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ジスタ，主記憶装置に磁気コアーを使用し，速度の単位はマイクロ・セカ
ンド (1/100万秒）」，第3世代のコンピュータ「(~1980年）論理索子，主
記憶装置の両方に IC（集積回路）あるいはLSI（大規模集積回路）を使用
し，速度の単位はナノ・セカンド (1/10億秒）」，第4世代のコンピュータ
「(1981年～現在）論理索子，主記憶装置として LSI（大規模集積回路），
VLSI（超大規模集積回路）を使用し，速度の単位はナノ・セカンド」へと
発展する。
1980年代に入り論理素子，主記憶装置としての LSI,VLSIの大量生産技
術が確立され，安価に大量の供給が可能になると，「グロッシェの法則」が
崩れ，コンピュータの価格で比較した場合，汎用大型コンピュータよりも
同種の索子を多量に使用する小型コンピュータがコスト的にも有利にな
り，安価で信頼性の高い周辺機器の開発をともなって，パソコン，ワーク
ステーションの今日見られるような爆発的発展につながる。
一方，ノイマン型コンピュータの欠陥を除き，より人間に近い機能を持
つコンピュータ（音声，図形．画像，文書などによる入出力機能，自然の
言葉による会話型処理機能，知識を蓄積してそれを活用する能力，学習，
連想，推論機能）を目指してナショナルプロジェクトとしてその開発をス
タートさせた第5世代のコンピュータは汎用大型コンピュータを意識した
開発であったことと，小型コンピュータの著しい発展により，今日いまだ
日の目を見ない状態である。
2-2 通信技衛の発展
通信技術の発展はアナログ技術の電信・電話回線を使用したオンライン
システム (On-linereal-time system, TSS, RJE)に始まり，そのデジタ
ル化へとすすんだ。さらに，銅線に変わってグラスファイパ・ケープルを
使用する光通信の実用化，海底ケープルによる国際通信の充実，無線通信
技術の発展，衛星通信網の実用化を経て，通信技術を支える各種通信ソフ
トウエアの開発にともない音声，文字，図形から画像（静止画，動画）ま
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で送信可能なマルチメディア通信へと発展し． LAN,MAN, WANから
インターネット．イントラネットの普及が今日顕著に進んでいる。今後の
経営情報システムの発展にとってネットワーク，オープンシステム．ダウ
ンサイジング．マルチメディアといった「ネ・オ・ダ・マ」技術をとりい
れたクライアント／サーバーシステムやインターネットの実用化と共に企
業内ネットワークではイントラネットの普及が特に重要であると思われる
ので．次にイントラネットの可能性について考える。
2-3 イントラネット技衛
イントラネット (intranet)はInternetとLocalArea Netwark (LAN) 
から生まれた造語であり，インターネット上で利用される WWWや電子
メールなどのアプリケーションソフトを使って企業内や企業外に構築さ
れ，社内・社外を意識せずに情報をやりとりできる情報通信システムであ
る。部外者の侵入をふせぐためのファイヤーウォールを設置する必要はあ
るが， WWWゃHTML(Hyper Text Markup Language)，オプジェク
ト指向言語のJAVAを使用することでマルチメディア情報が扱えるだけ
でなく，その保守や運用が容易になる。
さらに，これらのインターネット・アプリケーションソフトはハードウ
ェアやOSの種類やメーカーに影響を受けず．一般に広く，安価に提供さ
れているために．その構築も既存のクライアント／サーバーシステムなど
の情報処理システムをそのまま活用することで比較的容易であることから
大企業だけでなく広く中小企業にまで関心が高まっている。
特に，技術を持ちながら大企業の系列に入り下請けに甘んじてきた中小
企業にとっては企業，製品の紹介およぴ受発注のためのホームページをイ
ンターネット上に開設しイントラネットによる電子受発注システムを構築
することによって，新規取引先の獲得が可能になり，業績拡大・企業拡張
の機会をえることになる。
また．イントラネット構築の動脈になるネットワークもインターネット
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に限定されないために，社外インターネット以外に企業のもつ広域バック
ボーンとしてのマルチメディア対応の高速ATM (Asynchronoua Trans-
fer Mode)ネットワークなどと社内 LANを組み合わせることで， より強
力なネットワーク環境がうみだせる。
高度情報化社会における国際化の観点から考えると，情報化・国際化が
求められているわが国にとって，国際的技術基準としてのイントラネット
がEDI(Electronic Data Interchange), E C (Electronic Commerce), 
CALS (Commerce At Light Speed)などを世界規模で展開するためにも
重要な技術となる。
以上のことから，イントラネットがグループウエアとしての部品・製品
情報，技術情報，人事情報などの情報共有などのための重用なネットワー
クとして使用される。さらに，スケジュール管理，稟議決算の迅速化，従
業員の意見の交換，会議システムとしての使用から仕入れ，製造，販売，
在庫，流通といった企業の基幹業務の情報システムでの使用や在宅勤務，
仮想企業などへの応用が考えられる。さらに，高度情報化社会での国際化
のための情報処理技術としての使用が可能で，国際的企業競争に勝ち抜く
ための戦略的情報システムとしての需要が急速に広まりつつあり，その構
築が重要な経営課題となりつつある。
3.情報処理システム形態の変化
情報処理システムの形態も経済・経営環境の変化と情報処理技術・通信
技術に大きく影響を受け変化してきた。まず，企業の生産現場でFAが成
果を上げ，そのオートメーションの概念を事務作業に適用しようと始まっ
た事務の機械化の時期には PCSやEDPS(office computerやsmall
mainframeを使用）によるデータのバッチ処理 (batchprocessing)中心
の非集中情報処理システム (decentralizeddeta processing system)が採
用され， 1970年代の終頃まで続いた。 1980年代にはMISとよばれた経営情
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報システムが成熟期を迎え，汎用大型コンピュータとオンライン処理技術
(on-line real-time system, TSS: Time Sharing System, remote batch 
・ systemやinhouse on-line system)の発展により集中情報処理システム
(centralized deta processing system)が行政や大企業中心に広く使用さ
れるようになった。
1990年に入ると汎用大型コンピュータによる集中情報処理システムと共
にOA,DSSから SIS,CIM, IMSと云った経営情報システムの機能を持
った情報システムが大企業を中心に広く導入され，パソコンやワークステ
ーションなどの小型コンピュータと LANやWANなどのネットワーク
システムに支えられたOA技術の急速な社会への普及が分散情報処理シス
テム (distributeddeta processing system)を定着させた。
2000年にはより人間の能力を生かしたIMSやSAPsystem R/3などに
代表される ERP(Enterprise Resource Planning)の様な国際的な経営規
格にあった安価な経営情報システムのパッケージが中小企業にも採用され
るようになり，現在のインターネット・イントラネットやマルチメディア
の普及により固有の組織を越えたサーバーのグループ (Servergroup) と
多くのクライアント (clients)をネットワークで結ぶネットワークコンピ
ューティング (NetworkComputing)による共創情報処理システム (col-
laborated information processing system)が一般化されることが予想さ
れる。
経営情報システムにとってトップダウンの集中情報処理システムとポト
ムアップの分散情報処理システムが歴史的にも重要なテーマであったの
で，ここではこの両者について取り上げる。
汎用大型コンピュータ中心の集中情報処理システムは一般にコンピュー
タの専門部門を企業の中央に設け，多数のコンピュータのスペシャリスト
を養成し，出来る限り大きなコンピュータを導入し，業務は出来るだけ統
合してトータル・システムに組み上げ，大きなデータ・ベースを持ち，ォ
ンライン化出来るものはオンライン化し，徹底した標準化とシステム化を
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行い，コンピュータを出米る限り長時問稼動させ（出米れば1日24時問），
大量生産方式で効率的に処理する方式である。
すなわち，バッチ・システム，オンライン・システム，タイム・シェア
リング・システム， リモート・バッチ・システム，インライン・システム
などを 1台の大型コンピュータに組み込んでしまう情報処理形態である。
集中情報処理システムの利点はグロッシェの法則（ハードウエア）やD.
N．ストリータの法則（ソフトウエア）に見られる「規模の経済」によるコ
ストの低減であり，適用業務の統合化，システム数の削滅による通常業務
システムの処理効率を高めることにある。また，どこにおいても同一レベ
ルのサービスが受けられ，情報処理は専門家にまかせて各自の業務に専念
出来ることにある。
しかし，集中情報処埋システムでは各マネージメントの重要なコントロ
ール要素である情報活動のうぢ情報処理の部分が独立した中央の情報処理
部門に集中されることになる。さらに，情報処理部門中心のオペレーショ
ンとなるためにユーザーに対して標準化やスケジューリングが強制される
と共に情報活動に対する権限の一部が情報処理部門に移ることになり，そ
の結果各階層の管理者の管理意識，コスト意識，責任感が低下しかねない
などの欠点も多い。
また，ハードウェア，ソフトウェアそれにファイルの変更・修正による
他への影響が大きく，ファイル管理技術や入出力機器制御が複雑化し，中
央のコンピュータに多大な負荷がかかることになり，システムの拡張・変
更が困難となりシステムの硬直化が起こると共にシステムが複雑になるた
めに不正や故障の発見が困難になる。また， LSIの発展はグロッシェの法則
を崩壊させることになり，大型コンピュータによる集中情報処理システム
の有利性を崩す結果となった。
一般に企業における経営組織は概念的に階層構造を取っている。組織体
内部においては各階層・各部門は分散的業務活動をする半面，垂直的・水
平的に各々が有機的な関連を持ち，全体的には統合された複雑な構造とな
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っている。そのため複雑な情報処埋システムが必要となる。
すなわち，企業内には管理的・戦略的レベルの情報を処理する中央集権
的情報処理システムの他に作業的・地域的レベルの情報を処理する各層ご
と，各地域ごとの情報処理システムが必要である。
分散情報処理システムはアプリケーション・フログラムやデータが最も
使用頻度が高く，かつ管理しやすい所に，物理的にあるいは論理的に分散
され，かつ全体として統合される様にネットワークによって有機的に結合
されたシステムである。
すなわち，複数のコンピュータを部門別または地理的に分散配置し， し
かも全体としてネットワークにより統合された情報処理システムである。
この形が発展したのが， LANによるクライアント／サーバーシステムで
ある
分散情報処理システムは非集中情報処理システム（各機器がネットワー
クによる有機的結合を持たない）と集中情報処理システムの利点を出来る
限り採用し，欠点を排除するように考えられたものであるため，次の様な
多くの利点を持つ。各部門の管理者は各自の情報処理機能を情報処理専門
部門より取り戻すこととなり (EUC: End User Computing)，責任感，
満足感，コスト管理意識を高め，生産性が高まる。また，集中情報処理を
支持した「規模の経済」の崩壊によるハードウェア・コスト，ソフトウェ
ア開発コスト，情報処理スタッフ・コストなどに見られるコスト上の有利
性があげられる。さらに保守性，柔軟性，信頼性，拡張性，安全性にすぐ
れていると共にエンド・ユーザー中心のシステムであるため各エンド・ユ
ーザ特有の問題までが処理できるといった利点を持つ。
また，全体として統合化されているために組織体全体にわたる問題をも処
理することが可能である。
しかし，その実用化が進み，導入件数が増え，システムが拡大するにし
たがって色々な問題が発生して来たことも事実である。すなわち，既存の
情報システムに対する膨大な資本投下とそれを支える組織体制を一新する
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ことの困難さがあり，そのため新システムの導入は一般に新しく発生する
アプリケーションについてのみ行うか，システム，コンポーネントを徐々
に置き換える形で段階的に進められた。段階的に新システムを導入する場
合，システム内の機器の数が増えるにしたがって，新しく採用する機器に
は進歩改良があり機種の統一を欠くと共に発足当初考えられなかった各部
門独特の新たな要求が発生し，次第に全体的統制を持たない非集中情報処
理システムヘと進む例がみられる。
また，情報処理の専門家のいない各部門が彼等自身の情報処理システム
を維持することの難しさが実感された。各部門が彼等自身の情報処理シス
テムを維持するにはアプリケーション・プログラムの他にバック・アップ
体制，安全保護対策，システム拡張に対する計画，情報処理教育体制，そ
の他を準備しなげればならない。しかし，情報処理の専門知識を持たない
部門管理者には一般にやっかいすぎる間題であり，現実には各部門の管理
者が自分自身で情報を処理してまで情報処理の役割・責任・権限を持ちた
がらないことが判明した。さらに，各部門に最適な情報処理システムは全
体としてはかならずしも最適でないことや，多くのメーカーの多くのハー
ドウエア・ソフトウェア，ネットワークや形式の異なるデータなどが一つ
のシステム内に存在することになるためのインターフェイスや標準化が複
雑になるなどの間題が表われてきた。
高度情報化社会の組織体に必要な経営情報システムにもこの集中情報処
理システムと分散情報処理システムの問題が広く関わってくると思われ
る。集中か，分散かではなく，両方の機能を考慮に入れた各々の組織体に
とって最適な情報処理システムが必要となる丸
4.経営情報システムの展開
4-1 経営情報システムの概念
経営情報システムは一つの構想であり，それぞれ経営形態，情報処理技
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術水準，企業環境，経済的社会的諸関係等の異なる個別的な条件の下に，
それぞれ独自の方針に従って設計され導人される経営という目的を達成す
るための情報システムである。具体的には企業を初めとする組織体の日常
のトランザクション処理を行うと共に，各階層の経営者の意思決定に必要
な情報を必要な時に必要な場所で必要な形で提供することを主要な機能と
する経営のための情報システムである。
経営情報システムは「ニーズ」としての経済学，経営学，社会学などの
人文・社会科学と「シーズ」としての情報科学，数理科学などの自然科学
の変化によって常に変化発展の歴史を繰り返してきた。今日の顕著な変化
は工業化社会（第 2次産業化社会）から情報化社会（第 3次産業社会）へ
の社会変化と情報処理専門部門と汎用大型コンピュータ中心の集中情報処
理システムから EUC(End -User Computing)技術や「ネ・オ・ダ・マ」
技術に支えられたクライアント／サーバーシステムを採用した分散情報処
理システムヘの変化発展である。
経営情報システムの概念も汎用大型コンピュータと集中情報処理システ
ムに支えられた定形型情報処理中心の MISから「ネ・オ・ダ・マ」技術を
使用する非定形型情報処理も可能な分散情報処理型のクライアント／サー
バーシステムである0A, DSS, E S, SIS, CIM, IMS, SAP system R/ 
3に代表される ERPなどへと用途によってあるいは技術の変化によって
名前を変えて発展してきた。
4-2 経営情報システムの発展
経営情報システムの発展は経営管理技術，情報処理技術，社会制度など
の歴史的発展過程に大きく左右されて， IDP(Integrated Data Processing) 
からトータル・システムヘ，さらに MIS(M anagement Information Sys-
tem)の時代に入る。 1960年の後半に人り IBMS/360を中心とした第3世
代のコンピュータが大企業に定着し，この時期の経営機械化の目標として，
MISの理念が浸透して行なった。
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具体的にはオペレーティング・システムの完成によるコンピュータ機能
の向上に伴い，オンライン・リアルタイム・システムやタイムシェアリン
グ・システムの実用化，科学技術計算機能と経営情報処理機能の統合化，
磁気ドラムや磁気ディスクの高性能化によるデータ・ベースの完成によっ
て，経営情報システムの基礎が確立された。
一方，アメリカにおいてはMISは民間企業よりも軍事面での要請から生
まれたものであり，その主要な目的は意思決定を人問の操作からコンピュ
ータ化することにあった。 ES (Expert System) とも呼べる意思決定代
替システムでもある。その代表的なシステムが1958年に稼働を開始した半
自動地上警戒システム SAGE(Semi Automatic Ground Environment) 
である。 SAGEは1951年に MITのリンカーン研究所， IBM,バロスとソフ
トウェアハウスの SDCの共同研究により開発に着手し， 7年の歳月と16
億ドルの費用をかけた世界最初のコンピュータによる大規模防衛システム
である。後にわが国の防衛システム BADGE(Bases Air Defence Ground 
Environment)システムの手本となったシステムである。
また， MISと呼ばれる代表的なシステムにアメリカン航空の SABER
(Semi Automatic Business Environment Research)システムがある。
IBMの協力で1953年から10年の歳月をかけて完成したリアルタイムの座
席予約システムである。その目的は座席販売の生産性向上であり，その機
能は応答時間3秒で， 75万人分の予約をファイル出来る能力を持ち， 1日
2万枚の航空券の販売， 4万件の予約記録， 14万5千件の問い合わせをこな
し，さらに管理資料を作成することができた。現在も H本の大学生協のサ
ービスセンターをはじめ旅行代理店で広く使用されており，日本航空のリ
ァルタイム予約システム JALCOM(JAL COMputerized reservation sys-
tem)の先輩システムでもある。
わが国の MISとしては昭和43年に 5年の年月をかけて完成したNHK
の番組制作・技術システム TOPICS(Total On-line Program and lnfor-
mation Control System)があり， MISと呼べる当時としては世界最高の
12 (454) 第 42 巻第 3 号
レベルの情報処理システムであった。しかし， SAGE,SABERやTOPICS
に見られる様にMISという事実が現実に存在したわけではなく．それぞ
れ個別的な条件の下に独自の方針で設計された意思決定を主要目的とした
情報システムであった。このような当時として最高レベルの大規模情報シ
ステムであっても．現在の情報処理技術からはほど遠い存在であった。
その後，情報処理技術．通信技術の発展に伴い．定形型情報のみならず，
図形・画像•音声などの非定形型情報までも扱え，経営者の意思決定支援
システムの機能を持つ0A (Office Automation)が新しい経営情報システ
ムとして登場する。さらに，情報処理技術の発展やAI (Artificial Intel-
ligence)の研究は経営者の半構造的な意思決定をも支援できる DSS(Deci-
sion Support System)や経営者の意思決定を代替するES(Expert Sys-
tern)を誕生させた。
高度情報化社会に入ると企業間競争がさらに激化し，顧客サーピスの差
別化と共に経営者の意思決定支援を主要目的としたSIS(Strategic lnfor-
mation System)やCIM(Computer Integrated Manufacturing system) 
が出現した。また，機械・技術重視による人間軽視の反省から IMS(Intelli-
gent Manufacturing System)が生まれ，経営情報システムの安価なパッ
ケージ化と国際化の要求からドイツのSAP社がERP(Enterprise 
Resource planning) として SAPsystem R/3 (Realtime-system, Ver-
sion3)を開発した。次にこれらの経営情報システムとしての機能を持つ情
報システムについて簡単にまとめてみる 1)2)0
4 -3 MIS (Management Information System) 
上述のように． MISと呼ばれた経営情報システムでは汎用大型コンピュ
1)中辻卯ー： MIS,QAとニューメディア (I) (I)，関西大学商学論集第29巻，第
5号，昭和59年，第6号，昭和60年
2)中辻卯ー：情報ネットワークと企業経営 (I) (II)，関西大学商学論集，第33巻，
第4• 5号，昭和63年，第6号，平成元年
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ータを中核とする集中情報処理システムを採用することが一般的で，定形
化・システム化・標準化された比較的大量かつ頻度の高い処理を扱うのが
原則であった。そのため経営者のための意思決定支援システムとしての機
能にも構造的意思決定に限られるなどの多くの制限を持つものであった。
また，システムの周辺で少最で頻度の低い処理や例外性の高い処理はコン
ピュータ化から取り残されていた。情報化社会の発展に伴い，一般に経営
規模が拡大し，近代化・国際化・多様化・高度化が進むにつれて，管理部
門，間接部門，事務部門の経営における役割が重要化するにしたがって，
これらの少量で頻度の低い例外性の高い業務の種類が増加すると共に，そ
れらに対する必要性が高まってきた。これらの取り残された経営情報の機
能と領域を網羅した情報処理システムとして登場したのが0A (Office 
Autometion)である。
4 -4 0 A (Office Autometion) 
MISのプームの後に新しい経営情報システムとして登場したOAは文
字情報などの定形型情報処理だけでなく音声・図形・画像などの非定形型
情報処理をも可能にした各種OA機器の登場と汎用大型コンピュータによ
る定形型情報を中心とした従来の経営・事務用の集中情報処理システムに
対する批判と反省から生まれた。すなわち，「過去10年問における製造部門
の生産性の向上は約90％もあったにもかかわらず，一般事務部門ではわず
か約4％にすぎない」，「オフィス内を流れる情報は非定型情報が全体の70
％であり，従来のコンピュータが得意とした定形型情報は残りの30％であ
る」，「オフィス・コストの約2/3は管理職や専門職により占められているが，
これらの知識労働者の生産性向上に従来のコンピュータが無力であった
（管理職，専門職の全執務時間の約3/4は会議，電話，郵便などの何らかの
情報伝達または情報交換に， 1/4が意思決定などのために費いやされてい
る）」などであった。
ここに，新しい経営のための情報処理システムとして M.D．ジスマン
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(M. D. Zisman)がOAの定義「OAとは従来のデータ処理技術では扱い
にくかった大量かつ構造の不明確な業務に対して，コンピュータ技術，通
信技術，システム・サイエンス，行動科学を適用するもの」を発表した。
OAとは経営情報システムとしての機能を持つもので，オフィス・マネ
ージメントの概念とオートメーション（自動化）の概念を組み合わせたも
ので，その定義はアプローチの方法により異なるが，一般に次の様に考え
られる。「最新の進歩の著しいエレクトロニクス技術を駆使し，数値データ
などの定形型情報だけでなく，従来の情報処理技術では扱いにくかった画
像や音声などの非定形型情報をも扱い，オフィス業務の自動化・省力化を
推進し，さらに，各階層の経営者の意思決定を支援する情報を作成し，オ
フィスの生産性を高めようとするものである。」
分散情報処理形態をとるOAは企業を初めとする組織体の各部門・各領
域における現場最前線の活動を支援するものであり，経営における人間機
能と直接関連するところに集中情報処理形態をとる MISとは違った重要
な意味がある。 OAには日常のトランザクションといった経営の作業的側
面と経営に携わる人間の意思決定を支援し最大効果ならしめる側面があ
る。後者の意思決定支援システムとしては定形的・構造的な意思決定支援
システムとしての MISからパソコンやネットワーク・マルチメディア機
器を中心としたOA技術の発展によって可能となった半構造的あるいはよ
り非定形的な意思決定支援システムとして DSS（意思決定支援システム）
あるいは意思決定代替システムとしてのES （エキスパート・システム）
がある叱
4 -5 DSS (Decision Support System)とES(Expert System) 
経営情報システムの基本機能である意思決定行為において，人間と情報
処理システムとの関係は意思決定の支援と代替にある。人間の意思決定を
3)辻田忠弘：分散情報処理システムと OA,オフィスオートメーション，Vol.3, No. 
2, 1982 
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情報処理システムが支援することによって，その意思決定の的確性を高め
ようとするのがDSS（意思決定支援システム）であり，人間の熟練的推論
機能と判断機能を情報処理システムに持たせ，人間の意思決定を代替させ
ようとするのが人工知能 (Al: Artificial Intelligence)の技術を応用した
ES （エキスパート・システム）である。両者は人間の意思決定行為の分
野において共通した領域と類似した性格をもつが，その情報処理技術と適
合する問題領域には相違がある。
人間の行う意思決定とは，自己の行動を決定するための理性的判断であ
り，主体的行動を精神的に方向づけ駆動する行為である。今B,経営にお
ける意思決定方式の展開が経営情報システムの戦略化の重要議題として脚
光を浴びている。高度情報化社会における企業をはじめとする組織体の経
営に携わる各階層の管理者の意息決定を支援し最大効果ならしめる側面の
一つがDSS（意思決定支援システム）であるとも云える。経営情報システ
ムは広義においては経営意思決定システムでもある。
経営の意思決定を体系的に取り上げた最初の研究は H.A．サイモンの
「経営意思決定の新しい科学」 (1960年）である。サイモンは意思決定の型
をプログラム化できるもの (Programmed) とプログラム化できないもの
(N onprogrammed)に分け，さらに意思決定の技術から伝統的なもの
(Traditional)と近代的なもの (Modern)に分割し，これらを組み合わせ
て経営行為に関する意思決定を 4つの型に分類し，各々に対して意思決定
の方法を示している。例えば，非構造的あるいは非定形的な戦略的経営の
意思決定はプログラム化できないもので近代的なものに分類され，その解
法としては0R (Operations Research)手法としてのヒューリスティク問
題解決技術の使用を上げている。
次に経営情報システムと各階層の経営者に対する意思決定支援システム
との関係を解明する方法として意思決定に対する概念的枠組を提唱したの
がM.S．スコッティモートンの「経営意思決定システム」 (1971年）である。
彼は意思決定に対する H.A．サイモンと R.N．アンソニイの考えをうまく
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結合することによりこの概念的枠組を完成させている。すなわち，意思決
定の形態を対象構造の論理的整合性より構造化できるもの（Structured),
半構造化できるもの(Semi-structured)，構造化できないもの(Unstructur-
ed)に分けて一つの軸に置き，他方に経営管理水準より作業的管理(Opera-
tional control)，経営的管理(Managementcontrol)，戦略的計画(Strate-
gic planning)の3階層をとり，両軸を組み合わせた論理構造を持つ。
従来の汎用大型コンピュータによる MISでば情報処理システムの技術
的限界などにより構造的意思決定に対してしか意思決定支援システムとし
ての機能が果たせなかった。しかし，高度情報化社会における組織体の各
階層の経営者にとって重要な意思決定，すなわち意思決定が組織に意義あ
る効果をもたらす分野は半構造的意思決定あるいは非構造的意思決定であ
る。意思決定支援の範囲を構造的意思決定から半構造的意思決定の支援ま
で広げたのがDSSである。
一般にES （エキスパート・システム）はアルゴリズム（作業手順）の
不明確な分野を対象に，特定専門領域に関して，限定された範囲と条件の
中で，熟練した専門家の持つ経験的直観的間題解決方法を用いてプログラ
ム化し，システム化するものである。 ESの基本構造はDSSと異なり，一
般に推論機構（推論エンジン）と知識ベースから構成される。推論機構で
は知識ベース内の思考や推論のルールやモデル，各種データを演繹的に処
理して論理的解答を追求する。すなわち，まず可能な範囲のルールやデー
タの選択でプログラムが作成され，その実行結果を判断してプログラムが
修正され，最終解答に近づけて行く方法がとられる。知識ベースには知識
ベースそのものの他にモデル・ベース，データ・ベース，既成のエキスパ
ート・システムなどが記憶されており，経験的熟練者の問題探索の手法を
システム化したこれらの知識ベースをもとに，同領域の専門的問題を解決
しようとするものである。今後のESの発展にはAl （人工知能）のさら
なる研究が必要となる。
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4 -6 SIS (Strategic Information System) 
SIS（戦略的情報システム）は企業が競争優位を獲得するために情報シス
テムを戦略として使うことを目指したシステムである。 SISには経営戦略
と一体化した情報戦略が必要であり，この情報戦略立案の中心がCIO
(Chief lnformation Officer :情報戦略総括役員）と呼ばれる経営者に導
かれた情報戦略企画チームである。このように SISの確立のためには情報
処理部門のみならず，強力な経営最高層の指導力による全社的な浸透と参
加の対策が必要である。予測の先見的判断と競争的状況の把握に基づいた
行動決定が，戦略的経営計画であり，戦略的経営情報システムの主要な機
能である。
戦略 (strategy)と云う言葉は戦術 (tactics)，戦力 (warpotential)と
の関係で説明される。岩波国語辞典によると「戦略とは戦争・闘争のはか
りごとであり，戦術とは戦闘を行う上の方策である。戦力は戦争が遂行で
きる力とある。」A.D．チャンドラーJr．によると「戦略とは，企業の基本的
長期目的およぴその目的を遂行するために必要な行為コースの採択と諸資
源の配分である。」と定義されている。（ダイヤモンド社「経営学辞典」）
経営情報システムは本来，戦略的な立場と方針の基に計画され設計され
る。実現された経営情報システムは戦略的にあるいは戦術的に便用される。
また経営情報システムは企業にとって重要な戦力，すなわち資源となる。
SISの目的は情報システムの戦略的使用にある。すなわち，経営者の意思決
定支援と顧客サービスの差別化，取引先の拡大•関係強化，競争力のある
新商品の開発，新規事業への参加，国際化への対応などである。
現実の SISの成功例として H用品・化粧品の花王の販売・物流システム，
運送のヤマト運輸の宅配便システム， 日本興行銀行の顧客向け情報サービ
ス・システム，セイコー・エプソンの世界規模のCIM（製造業における統
合システム），コンビニエンス・ストアのセプン・イレプン・ジャパンの POS
と受発注・配送システムなどが各々の業界他社をリードして競争優位を獲
得してきた。
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高度情報化社会においても SISが戦略的経営情報システムを目指して
発展することは明らかである丸
4 -7 CIM (Computer Integrated Manufacturing system) 
終身雇用制度をとらない米国では， 自由な人の企業間移動に対処して各
仕事のマニュアル化，システム化が非常に重要となる。このソフトウェア
的なマニュアル作りやデータ・ベース作りがCIM（コンピュータ統合生産
システム）構想の基礎となる。 CIMはハードウェアによる自動化を主体と
したFA(Factory Automation)に対してソフトウェアを主体としたシス
テム化技術として1970年代後半にSME/CASA(The Technical Counsil 
of the Society of Manufacturing Engineer's Computer Automated 
Systems Associahon :米国製造技術者協会）が提唱し， 1980年代後半に米
国からわが国に導入された新しい生産システムである。
CIMは製造企業における SISと呼ばれる様に販売，技術，生産，物流の
諸活動をデータ・ベースとネットワークを介して有機的に統合した戦略性
を持った生産システムの新しい概念である。顧客ニーズの多様化，国際経
済環境の変化，企業間競争の激化，労働環境の変化，製品のライフ・サイ
クルの短縮化，製品原価・物流コストの高騰，環境に対する企業責任の間
題などによる市場環境・社会環境の変化に対して，社会性を保ちながら，
経営戦略の一環として企業競争上の優位性を確保するためのものである。
すなわち， CISはPOS(Point Of Sale)やVAN(Value Added Net-
work)などの販売管理技術， FAなどの各種生産工程の自動化技術，各種
コンピュータによる情報処理技術， CAD/CAMなどの設計技術， LANや
MAP (Manufacturing Automation Protocol :生産自動化のための通信
制御手順）などの通信・統合化技術， MRP(Material Requirements Plan-
ning:資材所要量計画）などの生産技術，一元的に管理された各種データの
4)辻田忠弘：戦略的経営情報システムと OA,情報系OA学会論集第 1号， 1990
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共有化を H的としたデータ・ベースなどの最新の各種技術を網羅するもの
である。そのことにより，販売管理システム，製品開発技術システム，自
動製造システム，生産管理システム，物流情報システムなどを統合し，顧
客の多様な要求に柔軟に対応して高品質の製品やサービスを低コスト・安
全に生産・配送し，タイムリーに供給する生産システムの構想であり， SIS
同様に戦略的な経営情報システムとしての機能を持つ。
またCIMはFA（目に見える有形の物の流れの自動化）とOA（目に見
えない無形の情報の流れの自動化）を統合化することによって，すなわち，
物と情報の流れを一体化することによって経営全体の最適化を図り，その
効率化に寄与するものであり，物流システムがCIMの重要な一要索とな
る。
SIS・ CIMをはじめ従来の経営情報システムの多くは過去の統計資料を
中心に意思決定支援のための情報が構築されるために，過去の統計に関係
しない例外的な状況には無力な場合がある。例えば，コンビニエンス・ス
トアの SISを考えると，店の近くに大きな建築現場が急にできた場合，昨
Bまでの POSデータには急増する弁当や飲み物から作業用の手袋やごみ
袋の予測データが入らないために，当分は品切れをきたすことになる。
CALS (Commerce At Light Speed)に代表される速度を重用視する高度
情報化社会の激しい競争に勝っための経営情報システムでは販売員一人一
人が人間として持つ意欲，判断力，創造性によって，店の範囲の販売に結
ぴ付く多くの情報を普段から集めPOSに入力できることが必要にな
る5)0 
4 -8 IMS (Intelligent Manufacturing System) 
企業の生産部門において経営情報システムとしての機能を持つ次世代高
度生産技術として，人間の持つ意欲，判断力，創造性をシステムに組み込
5)辻田忠弘他：大正製薬（株）の CIMにおける物流システム，オフィスオートメー
ション， Vol.13, No. 2, 1992 
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んだ人間と設備と情報を融合した生産システムとして IMS(Intelligent 
Manufacturing System :知的生産システム）の研究が， 1990年に国際共同
研究プロジェクトとして発足している。このプログラムの検討委員会では
「IMSは製造業における諸々の知的な活動を生かし，かつ知能化された機
械と人間の融合を図りながら，受注から設計，生産，販売までの企業活動
全体をフレキシプルに統合・運用し，生産性の向上を図るシステム」と定
義している。
IMSの機能を取り入れた新しい CIMとして「超リーン生産」と呼ばれる
革新的生産方式が実践されている。「超リーン生産」の本質は人間の持つ意
欲，判断力，創造性こそが生産工程，製品，企業さらに社会において付加
価値を生む源泉であるとしている。
この生産方式を取り人れた NEC長野のパソコン糾み立てラインの場
合， 1本のラインで24名の作業員が各自 4~ 5点の部品を組付けて 1日に
700台のパソコンを製造していたものを，まず，ラインを 2本にして，各自
の組付け部品数を 8~ 9点に増やし，更に，ラインを 3本に増やし，各自
の組付け部品数を12-15点に増やしたところ，生産台数が1B 800台にな
り，生産性が上がっただけでなく，作業員の意欲・満足度が高まったとさ
れている。このことをさらに発展させ，ライン生産をやめ，ワープロの組
立を一人が最初から完成までを「屋台方式」で仕上げる方法を取り入れた
ところ，各自の持つ意欲，判断力，創造性が大いに発揮され，作業をする
ことに対する満足度が高まったとのことである。
このことは情報処理技術・情報通信技術の発展のみにたよらず，従来の
経営情報システムの構築と運用に人間の持つ意欲，判断力，創造性をさら
に加えることによって高度情報化社会に適した新しい経営情報システムの
構築の可能性を示唆するものと云える叫
6)山田 晃：新しい CIMの動向，工場管理 1994
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4 -9 SAP system R/3 (Realtime-System, Version 3) 
SAP system R/3に代表される統合業務パッケージ ERP(Enterprise 
Resource Planning)パッケージは欧米型ピジネス・プロセスを基にMRP
（資材所要量計画）と MRPI（製造資源計画）の概念から生まれたもので
ある。すなわち，受注から生産，出荷，勘定までにかかわる企業の総資産
を管理し，活動計画を立案する会計指向の統合的情報処理システムのパッ
ケージであり，国際的な経営情報システムとしての機能を持つものである。
H本の企業が海外に進出する場合，最も厄介な問題の 1つに会計制度や
経営形態の違いがある。特に，日本の管理会計に問題があるとの指摘があ
る。海外支店や海外の子会社を含めた経営情報システムを構築するために
は国際的な会計制度や経営形態を考慮に入れる必要がある。ここに国際的
な会計制度や経営形態を考慮にいれたパッケージ型の経営情報システムと
して SAPsystem R/3を取り上げる。
SAP system R/3はドイツ連邦共和国のSAP社によって開発された企
業における統合型基幹業務アプリケーションのパッケージシステムであ
る。 R/3は企業における全ての基幹業務をオープンなクライアント／サー
バーシステム環境で統合し，業務がリアルタイムに結ばれて，最新のビジ
ネスの流れの全体像を各階層の経営者が正確に把握でき，迅速な意思決定
を可能にする情報システムであり，経営情報システムとしての機能をもつ
ものである。
現在，日本企業の多くが事業全般にわたり，従業員の意識変化，人件費
の高騰，意思決定の迅速化のための組織改革，国際的な企業間競争の激化，
技術革新サイクルの短縮，コスト圧力の増大など経営条件の抜本的な変化
に直面している。これらの経営改革のためには，企業全体にわたる高度な
情報管理を可能とする情報システムの構築が重要となる。
また，情報化，国際化により情報処理システムの変化とともに，ビジネ
スプロセスの機能が高度化，複雑化，多様化し，さらにその変化の予測す
ら立てられないほど急激に変化するために，その変化する仕様の要求に適
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合した基幹業務アプリケーションソフトを安価にかつ迅速に開発し，保守
することが不可能になりつつある。
すなわち，基幹業務アプリケーションソフトウエアはその開発およぴ変
更作業の困難さから，一般に，ハードウエアよりも 3倍以上長い耐用期間
を持っために，情報処理技術や通信技術の変化にたいしても使用可能なも
のでなければならない。これらの条件を満たすためにR/3ではハードウエ
アおよぴOSと基幹業務アプリケーションとの中間にデータ管理や分散処
理機能をサポートするミドルウエアーとよばれるソフトウエアを使用して
いる。
R/3のユーザーインタフェースは日本語をはじめ，現在14ヶ国の言語を
サポートしており，その適用分野としては経営情報システム以外に以下の
ものがある。すなわち，財務会計，管理会計，資産管理，在庫管理／購買
管理，生産計画／生産管理，販売管理，品質管理，プラント保全，プロジ
ェクト管理，人事管理，オフィス機能とワークフロー機能である。さらに
開発ツールを使用して個別アプリケーションソフトウエアの開発や標準ア
プリケーションの拡張・補完が可能である。
以上のことから経営環境の著しい変化に対応する国際的な新しい経営情
報システムの構築に対して， R/3のようなパッケージ型の統合型基幹業務
アプリケーションシステムの導入が考えられる7)8)0 
5.おわりに
アメリカの情報化社会への定着，イギリスの金融ピックバンの成功，ョ
ーロッパのEU化の進展，東アジア・東南アジアを中心にインドなどを含
めたアジアの発展途上国の政治的安定に伴う技術力の向上による工業化社
7) R. Buck -Emden : Die Client / Server -Technologie des SAP -Systems R/ 
3, Addison -Wesley, 1995 
8)志度昌宏： ERPが根付かない五つの理由，日経コンピュータ， 1997.9.29 
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会・情報化社会への侵入など国際社会の変化にともない，先進国の義務と
して，あるいは国際競争力を維持するためにも日本も急速な勢いで国際社
会の一員として工場をアジアの発展途上国に移し，高度情報化社会に入ら
ざるを得なくなった。
高度情報化社会に入ると工業化社会に最適だった「日本的経営」に替わ
る最新の情報処理技術を採用した社会の変化に適合した新しい経営科学や
経営技術が必要になる。新しい経営科学や経営技術の重要な要索の 1つと
して新しい情報処理システムによって構築される新しい経営情報システム
が必要になる。
すなわち．ネットワーク，オープンシステム，ダウンサイジング，マル
チメディアといった「ネ・オ・ダ・マ技術」によるクライアント／サーバ
ーシステムに加えインターネット，イントラネットやSAPsystem R/3の
ような国際的な会計制度を採用したパッケージソフト，アウトソーシング
などを採用した高度情報化社会に適合した新しい経営情報システムが必要
になる。さらに，集中情報システムか分散情報システムか，あるいはOA
かCIMか， IMSかERPではなく，過去に開発されてきたこれらの概念や
技術を貴重な資産として捉え，これらの技術を組合わせた各組織体にとっ
て最適な経営情報システムの構築が必要である。
以上のように高度情報化社会の要求に対応して，情報処理技術や通信技
術を駆使した情報処理システムの発展がさらに新しい経営情報システムを
生み，時代に適した組織経営の可能性を持つことは事実である。
しかし，サイエンスアメリカのw.w．ギプズの「コンピュータで生産性
は上がらない］ （日経サイエンス， 1997)やw．ストールの「インターネッ
トはからっぽの洞窟」（草思社）などの情報処理システムの発展の危険性を
指摘する記事が世界的に関心を集めていることも事実である。
